
大阪支部統計情報
協会けんぽ月報より

（令和２年度末時点）
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適用事業所の推移

事業所数は毎年増加しているが、伸び率は低下を続けている。業態区分別では不動産業が前年と比べて事業所数が
増加している。

緊急事態宣言
（2020年4月7日）
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伸び率の推移
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令和２年度末時点で、事業所数は約19万2千社。被保険者数10人未満の事業所が約83.2％を占めている。
被保険者数は約205万人。被保険者数10人以上の事業所に加入している被保険者が約80.7％を占めいている。

適用事業所数の推移
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平均標準報酬月額の推移

平均標準報酬月額は毎年9月（算定時期）に増加していたが、令和２年度は増加せず減少した。
また、業態区分別では約8割の業態で標準報酬が前年同月より下がった。

緊急事態宣言
（2020年4月7日）
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伸び率の推移
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加入者数の推移

令和2年度被保険者数は減少している。被扶養者は大幅に減少している。令和２年度の緊急事態宣言直後に減少幅が大きくなった。

被保険者数の推移 被扶養者数の推移

緊急事態宣言
（2020年4月7日）

緊急事態宣言
（2020年4月7日）
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業態別伸び（令和3年3月末時点：対前年同月比）

約半数の業態で被保険者数・被扶養者数が減少している。被扶養者の減少は被保険者数の減少している業態に連動している。
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医療費の推移

令和２年４月緊急事態宣言後大きく受診率が低下し例年よりも受診率は低かった。対して、１日当たり医療費は例年よりも
高い傾向にあった。
また、令和３年３月は大きく受診率が増加している。

加入者一人当たり医療費の推移

診療１日当たり医療費
（円）
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協会けんぽ大阪支部月報 各月の数値

1 事業所数の状況
2 被保険者数の状況
3 被扶養者数の状況
4 扶養率の状況
5 任意継続被保険者の推移
6 保険給付費の推移
7 加入者一人当たり医療費
8 加入者一人当たり医療費（入院）
9 加入者一人当たり医療費（入院外）
10 加入者一人当たり医療費(歯科）
11 1,000人当たり受診件数（入院）
12 1,000人当たり受診件数（入院外）
13 1,000人当たり受診件数（歯科）
14 1件当たり日数（入院）
15 1件当たり日数（入院外）
16 1件当たり日数（歯科）
17 1日当たり医療費（入院）
18 1日当たり医療費（入院外）
19 1日当たり医療費（歯科）





3.被扶養者の状況



5.任意継続被保険者の状況














